
「議案第９号 令和６年度奈良市一般会計予算」の組み替えを求める動議 

 

 「議案第９号 令和６年度奈良市一般会計予算」について、市長は別紙のと

おり組み替えを行い、再提出されることを要求します。 
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               提出者                  

 

                予算決算委員  北  村  拓  哉 

 

                   同     桝  井  隆  志 

 

                   同     白  川  健 太 郎 

 

                   同     山  口  裕  司 

 

                   同     山  本  直  子 

 

                   同     井  上  昌  弘 



（別紙) 

 

長期の経済低迷が続く下での物価高騰や、格差と貧困の拡大が進み、市民の暮らしが疲弊

し切っている中で、新年度予算は何よりも、市民生活応援を最優先にするものでなければな

りません。 

 今定例会に提案されている一般会計予算は、対前年度比１２９億７０００万円増、過去最

大規模の１６２９億５０００万円で、「誰もが自分らしく輝くことができ、今も未来も幸せ

に暮らすことのできるまちを創るための施策に重点を置き、予算を編成しました」とされて

おり、防災力向上の関連経費、産後ケア（アウトリーチ）事業、就学援助の拡充、小中学校

エレベーター設置、ＪＲ平城山駅バリアフリー化推進事業など、我が党も要望してきた切実

な願いが一定反映された内容もある一方、リニア中央新幹線中間駅誘致事業には聖域のよう

に予算計上が続いています。 

 中間駅誘致事業には、２０１２年のリニア推進室設置以降毎年経費が計上され、新年度予

算も含めれば 1億円に迫る莫大な費用が予算化されています。リニア事業は大深度地下での

シールドマシンを使った工事で事故が相次ぎ、シールド工法が技術的に未確立な中で工事が

強行されていることに加え、過大な需要見通し、大井川の水枯れ問題、残土処理問題、テレ

ワーク等の普及による住まい方・働き方の変化、既存新幹線の４倍もの電力を消費するエネ

ルギーの浪費など、リニア本体の建設工事や事業が大きく行き詰まっています。リニア事業

とともに中間駅誘致事業は中止すべきです。 

新年度予算には、万博連携事業経費も予算化されています。今年 1月 1日に発生した能登

半島地震からの復興が急がれる中、膨大な資金や資材、建築業界の人手を割いて進められる

大阪・関西万博には、中止や延期を求める国民世論が高まり、経済界からも懸念の声が上が

っています。建設資材や人員といったリソースは有限であることを直視し、今はそれらを復

興に集中させる決断こそ必要であり、万博連携事業も取りやめるべきです。人命よりも万博

を優先させることは、万博の理念にも反します。 

七条地区において、クリーンセンター建設事業を推進する関係予算も盛り込まれています。

同地区の地元や隣接する大和郡山市の自治連合会などから、同地区での建設に反対する請願

書や要望書が相次いで提出されており、地元理解が得られていないのは明らかです。「七条

地区ありき」で強引に事業を進めれば、地元や周辺地区住民の反発をさらに招き、一層の混

乱は避けられず、行うべきでありません。 

宿泊税の導入検討に関する費用が予算計上されていますが、本市として過去に検討し導入

を先送りした経緯があるだけに、検討再開の予算提案をする前に、宿泊税という法定外目的

税の特別徴収義務者となる宿泊事業者のおおむねの理解を得ることは大前提です。しかし、

その理解が得られていない上に、税導入による経営圧迫の不安が強い、中小規模宿泊事業者

への影響について検討もしておらず、今議会への予算提案はあまりに拙速と言わねばなりま

せん。 

 少子化対策として出会い・結婚支援事業経費も計上されていますが、低賃金や不安定雇用

など、結婚に希望を持てない根本的要因への対策を行政として打ち出すことこそ必要です。 



 市営住宅に指定管理者制度を導入するための経費も盛り込まれています。公営住宅はセー

フティーネットそのものであり、入居者には、障害者や高齢者、独り親、低所得者などの割

合が高く、あらゆる場面において福祉的対応が求められる中で、管理費縮減を効果として期

待する指定管理者制度の導入は、公的責任の後退につながりかねません。 

 地方自治体の一番の役割は、地方自治法にあるとおり「住民の福祉の増進」にあり、市民

の暮らしと福祉をよくすることにあります。また国や県の制度化や財政負担に至っていない

施策でも、市独自に予算化し踏み出すことで、市民の暮らしを支え、国や県の制度につなげ

ていく行政姿勢が求められます。 

加齢に伴う認知機能の低下と加齢性難聴との関連が浮き彫りになり、補聴器購入費の助成

を求める声の高まりを受け、国の制度がない中でも独自に購入費を助成する取組が県内外の

自治体で広がり、本市でもその実現を求める市民運動が進んでいます。切実な願いを受けて、

新年度予算案の編成過程で担当部署が「高齢者補聴器購入費助成事業」（２５５万円）の予

算要求を行ったことに対し「ゼロ査定」とし、独自助成に背を向けたことは看過できません。 

 市民の長年にわたる粘り強い運動を背景に、福祉医療の助成対象が１８歳まで拡大し、現

物給付化が進む中、安心してかかりやすい医療制度にしていくために一部負担金の軽減や撤

廃が重要な課題となっています。県下でも独自に軽減や撤廃に踏み出す自治体が増えており、

本市でもその実現を求める声が高まっています。 

 また、今般の物価高騰が学校給食の食材調達にも影響を与え、栄養価を満たす給食を子供

たちに提供することが困難な状況が続いており、食材調達経費の増額が緊急に必要です。 

 以上のことから、一部事業に係る歳出予算を減額し、そのうち一般財源に当たる部分を高

齢者福祉に係る事業、子ども医療費助成に係る事業及び学校給食の食材調達に係る事業の財

源に充てるため、以下のとおり６３２６万６千円を組み替えるべきと考えます。 

 

 

（１）総務費のうち以下の内容で６２，９５６千円減額する。 

   企画費   【新規的】企画調整事務経費３，０００千円 

          （リニア新駅誘致推進事業経費） 

         【その他】企画調整事務経費６４０千円 

          （リニア建設促進奈良県期成同盟会負担金経費） 

【その他】万博連携事業経費５９，３１６千円 

          （万博連携事業経費） 

          （※寄附金３６，７４０千円は歳入から減額する） 

 

（２）民生費のうち以下の内容で２，３００千円減額する。 

   児童福祉費 【新規的】少子化対策推進事業経費２，３００千円 

（出会い・結婚支援事業経費） 

（※国庫支出金７３３千円は歳入から減額する） 

 



（３）衛生費のうち以下の内容で９８，６７３千円減額する。 

   清掃費   【その他】クリーンセンター建設計画策定経費２３，３３３千円 

（クリーンセンター建設計画策定経費） 

【投資的】クリーンセンター建設事業７５，３４０千円 

          （クリーンセンター建設事業） 

（※国庫支出金２３，７００千円、市債３９，９００千円は 

歳入から減額する） 

 

（４）観光費のうち以下の内容で３３０千円減額する。 

   観光費   【その他】観光振興事務経費３３０千円 

（観光振興事務経費） 

 

（５）土木費のうち以下の内容で１１０，０８０千円減額する。 

   道路橋梁費 【投資的】道路橋梁新設改良単独事業１１０，０００千円 

（道路橋梁新設改良単独事業） 

（※市債１１０，０００千円は歳入から減額する） 

   住宅費   【新規的】住宅管理経費８０千円 

（住宅指定管理者制度導入経費） 

 

（６）民生費のうち以下の内容で３５，５５０千円増額する。 

社会福祉費 【その他】老人福祉事務経費２，５５０千円 

       （老人福祉事務経費） 

児童福祉費 【その他】子ども医療費助成経費３３，０００千円 

       （子ども医療費助成事業） 

 

（７）教育費のうち以下の内容で２７，７１６千円増額する。 

保健体育費 【その他】給食食材調達経費２７，７１６千円 

       （給食食材調達経費） 


